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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体であって、
　皿部を形成する内側面と外側面を備えた複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部を有す
る導電層と、
　前記導電層の前記複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部の前記内側面上に設けられる
とともに前記内側面に沿う形状の１つ又は複数の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）
複合材層と、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層を通って延びる
複数の穴であって、前記導電層内の前記複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部のそれぞ
れが前記複数の穴のうちの関連のある穴の開口内に延びる皿部を規定するように形成され
た穴と、を含み、
　前記導電層が前記事前成形された円錐形の傾斜凹部内に延びていることにより、前記複
数の穴内に取り付けられた導電性皿形留め具のヘッド部と接触する、それぞれの穴内に延
びる円錐形の皿部を規定する導電表面領域を構成している、多層複合材構造体。
【請求項２】
　前記導電層の前記外側面上に共硬化されたガラス繊維又は表面フィルム層をさらに含み
、前記ガラス繊維又は前記表面フィルム層は前記事前成形された円錐形の傾斜凹部から取
り除かれる、請求項１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複
合材構造体。
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【請求項３】
　前記導電層と前記ＣＦＲＰ複合材層の間に設けられた、前記導電層と一体化された接着
層をさらに含み、前記導電層、前記接着層及び前記ＣＦＲＰ複合材層は、成形型上で共硬
化されている、請求項１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層
複合材構造体。
【請求項４】
　前記傾斜凹部内に挿入された複数の円錐ワッシャをさらに含む、請求項１に記載の留め
具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【請求項５】
　各留め具の円錐形のヘッド部が各円錐ワッシャと導電的に係合している、請求項４に記
載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【請求項６】
　前記導電層は、ワイヤメッシュである、請求項１に記載の留め具・導電層一体型の落雷
防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【請求項７】
　前記ワイヤメッシュは、銅、ニッケル、又はアルミニウムの組から選択されたエキスパ
ンドメタル箔である、請求項６に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有す
る多層複合材構造体。
【請求項８】
　前記エキスパンドメタル箔は、０．００１～０．００５インチの間の厚さを有する、請
求項７に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【請求項９】
　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体であって、
　皿部を形成する内側面と外側面を備えた複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部を有す
る導電層と、
　前記導電層の前記複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部の前記内側面上に設けられる
とともに前記内側面に沿う形状の１つ又は複数の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）
複合材層と、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層を通って延びる
複数の穴であって、前記導電層内の前記事前成形された円錐形の傾斜凹部の各々が前記複
数の穴のうちの開口内に延びる皿部を規定するように形成された穴と、を含み、前記複数
の穴は複数の留め具のシャフト部を隙間嵌めで収容する大きさとされ、
　前記導電層内の前記事前成形された円錐形の傾斜凹部により、前記複数の穴内に取り付
けられた導電性皿形留め具のヘッド部と接触する導電表面領域がもたらされ、前記シャフ
ト部及び前記穴の前記隙間嵌めが、前記シャフト部及び前記シャフト部に隣接する複合層
の間の隙間嵌めにより生じる高抵抗により、前記導電性皿形留め具の前記ヘッド部から前
記導電層への電流移動を促す、多層複合材構造体。
【請求項１０】
　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形成する方法で
あって、
　複数の隆起円錐形状部を有する成形型上に導電層を積層することによって、前記導電層
に、皿部を形成する内側面と外側面を備えた複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部を形
成し、
　前記導電層の前記複数の事前成形された円錐形の傾斜凹部の前記内側面に沿う形状の少
なくとも１つの炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を前記導電層上に積層し
、
　前記成形型上で前記ＣＦＲＰ複合材層と前記導電層を共硬化し、
　前記導電層内の前記事前成形された円錐形の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材
層に、複数の穴を機械加工形成することによって、前記導電層内の前記複数の事前成形さ
れた円錐形の傾斜凹部が、前記複数の穴の開口内に延びる皿部を規定するとともに、前記
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導電層の導電面を露出させるようにし、
　前記複数の穴内に留め具を挿入し、
　前記導電層が、前記導電層内の前記皿部内の前記事前成形された円錐形の傾斜凹部内に
延びていることにより、前記複数の穴内に取り付けられた前記留め具の導電性皿形ヘッド
部と接触するそれぞれの穴内に延びる円錐形の皿部を規定する導電表面領域を構成してい
る、方法。
【請求項１１】
　前記導電層は、ワイヤメッシュであり、前記ワイヤメッシュと前記少なくとも１つのＣ
ＦＲＰ複合材層との間に接着層を配置することをさらに含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記ワイヤメッシュが、０．００１～０．００５インチの間の厚さを有する、請求項１
１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記複数の穴に前記留め具を挿入する前に、円錐ワッシャを前記傾斜凹部に挿入するこ
とをさらに含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　前記複数の穴を機械加工形成する段階が、留め具の隙間嵌めのための複数の穴を機械加
工形成することを含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形成する方法で
あって、
　複数の隆起円錐形状部を有する成形型上にガラス繊維層を積層し、
　ワイヤメッシュ導電層を前記ガラス繊維層の上に積層し、前記ワイヤメッシュ導電層内
に複数の傾斜凹部を形成し、
　前記導電層の上に少なくとも１つの炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を
積層し、
　前記成形型上の前記ガラス繊維層、前記ＣＦＲＰ複合材層、及び前記導電層を共硬化し
、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層を通る複数の穴
であって、前記導電層内の前記傾斜凹部が前記複数の穴の開口内に延びる皿部を規定する
ように形成された複数の穴を機械加工形成し、前記導電層の導電面を露出させ、
　前記複数の穴内に留め具を挿入し、
　前記導電層内の前記皿部内の前記傾斜凹部が、前記複数の穴内に取り付けられる前記留
め具の導電性皿形ヘッド部と電気的に接触する、方法。
【請求項１６】
　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形成する方法で
あって、
　複数の隆起円錐形状部を有し、９８°～１０２°の間の傾斜角を有する成形型を形成し
、
　前記成形型の上に導電層を積層し、前記導電層内に複数の傾斜凹部を形成し、
　少なくとも１つの炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を前記導電層の上に
積層し、
　前記成形型上で前記ＣＦＲＰ複合材層と前記導電層を共硬化し、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層に、複数の穴を
機械加工形成することによって、前記導電層内の前記複数の傾斜凹部が、前記複数の穴の
開口内に延びる皿部を規定するとともに、前記導電層の導電面を露出させるようにし、
　前記複数の穴内に留め具を挿入し、
　前記導電層内の前記皿部内の前記傾斜凹部が、前記複数の穴内に取り付けられる前記留
め具の導電性皿形ヘッド部と電気的に接触する、方法。
【請求項１７】
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　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形成する方法で
あって、
　成形型の上に導電層を積層し、前記導電層内に複数の傾斜凹部を形成し、
　少なくとも１つの炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を前記導電層の上に
積層し、
　前記成形型上で前記ＣＦＲＰ複合材層と前記導電層を共硬化し、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層に、複数の穴を
機械加工形成することによって、前記導電層内の前記複数の傾斜凹部が、前記複数の穴の
開口内に延びる皿部を規定するとともに、前記導電層の導電面を露出させるようにし、
　０．００１～０．００５インチの間の厚さを有する円錐ワッシャを、前記傾斜凹部に挿
入し、
　前記複数の穴内に留め具を挿入し、
　前記導電層内の前記皿部内の前記傾斜凹部が、前記複数の穴内に取り付けられる前記留
め具の導電性皿形ヘッド部と電気的に接触する、方法。
                                                                                
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示の実施形態は、概して、非金属構造体の落雷防護の分野に関し、より具体的には
、炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材系によって製造された航空宇宙構造体の
落雷防護に関する。
【背景技術】
【０００２】
　落雷防護は、すべての航空機に必要なものであり、特に、複合材構造体を用いた航空機
にとって必要である。炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）材料系は、比強度が高いた
めに、航空宇宙構造体に使用されることが多くなってきている。しかしながら、炭素繊維
は、抵抗がアルミニウムの二千倍であり、通常、３５～４０重量％が非導電性材料からな
る母材内に埋設されているため、ＣＦＲＰ構造体への直接の落雷による損傷は、より深刻
であり、直接の着雷からＣＦＲＰ構造体を保護するための努力においては、設計における
継続的な耐空性を実現するために相当な注意が必要であった。金属性の外板留め具、特に
、複合材／非金属の主翼外板における留め具は、特に注意が必要である。これらは、保護
しなければ、より直接の着雷を受けやすく、燃料タンクの発火につながる恐れがあるから
である。航空宇宙産業における締結ジョイント部の落雷防護のための一般的な方法には、
締結ジョイント部に入る雷電流を最小限にすること、締結ジョイント部の電流伝達能力を
高めること、締結ジョイント部から放出されたエネルギーを閉じ込めること、又はこれら
の方法の何らかの組み合わせがある。様々な方法や技術が実現されており、その落雷防護
の効果が実証されている。しかしながら、これらの方法は複雑であるため、部品コスト、
製造コスト、又は、メンテナンスコストが高くなることがしばしばあった。
【０００３】
　従って、容認可能な落雷防護を低コストで維持する、ＣＦＲＰ構造体の締結ジョイント
部のためのより単純な方法および設計を提供することが望ましい。
【発明の概要】
【０００４】
　本明細書に開示の実施形態は、留め具と導電層の一体の落雷防護相互接続を有する多層
複合材構造体を提供し、当該構造体は、ワイヤメッシュなどの共硬化導電層を有しており
、当該導電層は、内側面と、外側面に皿部を形成する複数の傾斜凹部とを有する。１つ又
は複数の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層が、共硬化導電層の内側面上に
設けられ、その表面形状に沿っている。複数の穴が、共硬化導電層内の複数の傾斜凹部及
び隣接するＣＦＲＰ複合材層を通って延び、共硬化導電層が、複数の穴の開口内に延びる
皿状部を規定している。共硬化導電層内の傾斜凹部によって、複数の穴内に取り付けられ
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た導電性の金属皿形留め具と接触する導電表面領域が大きく確保されている。
【０００５】
　一実施形態の特徴は、皿部を有する穴、及び、皿部に挿入された円錐ワッシャを有する
、炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材構造体を含む。穴に隙間嵌めによって挿
入された留め具は、円錐ワッシャと導電的に係合する円錐形のヘッド部を有しており、こ
れによって、留め具のヘッド部に印加又は伝導される雷電流が、主として、留め具のヘッ
ド部の隣接部分から延びる複合材構造体の外側部分の複合材層を通る放電経路に沿って消
散される。
【０００６】
　開示の実施形態の構造は、留め具と導電層の一体の落雷防護相互接続を有する多層複合
材構造体を形成する方法によって、製造することができる。複数の隆起円錐形状部を有す
る成形型の上に、ガラス繊維強化予備含浸層又は表面フィルムを積層する。次に、ガラス
繊維又は表面フィルム層の上に導電性表面保護層を積層し、共硬化導電層内に複数の傾斜
凹部を形成する。次に、ガラス繊維又は表面フィルム層及び導電層の上に、炭素繊維強化
プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を積層する。次に、レイアップ全体を、成形型上で共
硬化する。硬化及びレイアップ成形型からの取り外しの後、導電層内の複数の凹部及び隣
接する複合材層に、複数の穴を機械加工形成することによって、傾斜凹部が、導電層の表
面を露出させ、仕上げ後の皿部の寸法を規定する。次に、複数の穴に留め具を挿入するこ
とによって、導電層を有する皿部内の傾斜凹部が、複数の穴に取り付けられた金属留め具
の皿形ヘッド部と電気的に接続される。
【０００７】
　上述した特徴、機能、利点は、本願の開示の様々な実施形態によって個別に達成するこ
とができ、あるいは、さらに他の実施形態と組み合わせてもよく、そのさらなる詳細は、
以下の記載及び図面を参照することによってより明らかになるものである。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】留め具のヘッド部及びシャフト部に締り嵌めのスリーブを用いた従来の留め具シ
ステムの断面図である。
【図２】複合材レイアップの上部と接触する円錐ワッシャを組み込んでおり、レイアップ
には留め具のシャフト部との間に隙間を有する穴が形成されている、第１の実施形態の断
面図である。
【図３Ａ－３Ｄ】図３Ａは、導電性表面保護層の一例としての埋設ワイヤメッシュを備え
た、一実施形態による複合材構造パネルの例示的な複合材レイアップの作業工程を示す断
面図であり、図３Ｂは、積層用成形型から取り外された状態にある複合材レイアップを示
す図３Ａと同様の断面図であり、図３Ｃは、穿孔作業を終了した状態にある複合材レイア
ップを示す図３Ｂと同様の断面図であり、図３Ｄは、円錐ワッシャを設けた後の状態にあ
る穿孔後の複合材レイアップを示す図３Ｃと同様の断面図である。
【図３Ｅ】留め具を挿入した状態の完成済み複合材構造パネルの部分図である。
【図４】複合材構造体の層における最上層の導電率に対する電流密度を示すグラフである
。
【図５】複合材構造パネルの製造方法を示すフローチャートである。
【図６】開示の実施形態を用いることができる航空機の製造及び保守方法のフローチャー
トである。
【図７】開示の実施形態を用いることができる航空機を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本明細書に開示の実施形態は、第１の実施形態において、円錐ワッシャと、複合材構造
体における外側層と、複合材構造体を通って延びる留め具の円錐形ヘッド部との電気的接
触による、雷や他の形態の電流の消散をもたらす。留め具のシャフト部は、複合材構造体
内の隙間嵌め穴に挿入される。さらなる実施形態において、複合材構造体内に共硬化され
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た導電層と、複合材構造体内の留め具との直接の電気的接続によって、電流の消散が増進
される。共硬化された導電層は、留め具用穴の内側に延びており、留め具のヘッド部又は
円錐ワッシャと接触する。円錐ワッシャは、皿穴内に装着された留め具のヘッド部との間
に介在するものである。複合材構造体は、構造上の設計に従って、隆起部を有する特殊な
設計の積層用成形型の上に、まず、保護外層としてのガラス繊維又は表面フィルム、ワイ
ヤメッシュなどの導電層、及び、接着層を積層し（接着層は、レイアップの前に導電層と
一体化させるか導電層に付着させてもよい）、次に、ＣＦＲＰテープ層を積層することに
よって、形成される。これらの隆起部は、後に取り付ける外板留め具用の皿部（通常は角
度１００°）を有する穴の一部を形成するように、設計されている。硬化の後、積層外板
を積層用成形型から取り外し、次に、隆起部の位置に穿孔し、適宜仕上げ処理を行うこと
によって、留め具取り付け用の皿穴が形成される。隆起部の位置に皿穴を形成する作業で
は、形成されていた凹部の傾斜面からガラス繊維又は表面フィルム外層のみが除去される
。また、ジョイント部の電流容量をさらに増やすため、所望の種類の金属からなり、（以
下に述べるように設計によって求められる）密度及び厚みを有する円錐ワッシャを、皿穴
に加え、導電層を備えた皿穴の一部及び留め具のヘッド部の両方と、電気的に接触させて
もよい。このような方法によれば、留め具を、共硬化された導電層または追加された円錐
ワッシャのいずれかと直接電気的に接触させることができ、ワッシャは、雷電流の伝達が
起こりうる皿穴の傾斜面にある共硬化された導電層と接触してジョイント部の電流容量を
増やすものである。これによれば、スリーブを用いた締り嵌めによるジョイント部を介し
て電流を伝達する必要が無くなる。これによれば、高価なスリーブ嵌入留め具に代えて隙
間嵌め留め具を使用することができ、飛行機の製造費用を低減することができる。また、
隙間嵌め締結ジョイントによれば、留め具の取り付けが大幅に容易になり、組み立てに要
する労力及び作業時間が低減される。
【００１０】
　図面を参照すると、図１は、例示的な従来の留め具の取り付け状態を示している。この
取り付けにおいて、留め具１０は、ＣＦＲＰ外板などの多層複合材構造体１６の皿穴１４
に挿入されたスリーブ１２によって、締り嵌め状態で挿入されている。（要素を明確に示
すために、図面では、嵌合部分の間隙を誇張している。）留め具ヘッド部１８及び留め具
シャフト部２０は、いずれも、スリーブ１２と電気的に接触しており、スリーブは、複合
材構造体１６と電気的に接触している。矢印２２で示すように、留め具ヘッド部１８に印
加又は伝導される雷電流は、留め具のヘッド部及びシャフト部の全長にわたって、複合材
構造体内に消散される。この例において、留め具１０は、ねじ付き端部２６に嵌め込まれ
たナット／カラー２４で固定されて、複合材構造体を別の構造部材２５に固定している。
この放電経路によれば、この例の外板レイアップのような複合材構造体の層に均一に電流
が分散されるとともに、留め具のカラー／ナット部分で電流密度が高くなり、燃料タンク
の高いシール性が求められる。
【００１１】
　開示の第１の実施形態を、図２に示す。当該実施例においては、ヘッド部３２及びシャ
フト部３４を有する留め具３０が、主翼外板などのＣＦＲＰ複合材構造体の皿穴３６に挿
入されている。シャフト部３４と穴３６の間は、隙間嵌めとなっている。穴３６の傾斜皿
部４０によって、留め具のヘッド部３２と同心の角度を有する係合面が規定されている。
円錐ワッシャ４２が、ヘッド部３２と皿部４０の間に係合して、ヘッド部と、複合材構造
体３８における外側部分４４との電気的接触をもたらしている。この密接した電気的接触
によって、留め具３０のヘッド部３２を伝わるあらゆる電流が、主として、留め具のヘッ
ド部の隣接部分から延びる複合材構造体の外側部分４４の複合材層を通る放電経路（矢印
４６で示す）に沿って消散する。シャフト部３４と穴３６が隙間嵌めとなっているため、
シャフト部と複合材構造体との導電接触性が低く、これにより上記放電経路による消散が
促進される。例示的な実施形態において、留め具３０は、ねじ付き端部５０に嵌め込まれ
たナット／カラー４８、又は、別個のワッシャ付きナットで固定されて、複合材構造体３
８を別の構造部材４９に固定している。上記誘導的電流経路によって、留め具のカラー又
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はナット部における電流密度はごくわずかとなり、これによって、締結ジョイント部から
の放出エネルギーを閉じ込める手段として燃料タンクに求められるシール性が低くなる。
【００１２】
　例示的な実施形態において、円錐ワッシャ４２、穴３６の皿部、及び、ヘッド部３２は
、９８°と１０２°の間、公称上は１００°の角度を有し、円錐ワッシャは、０．００１
インチと０．００５インチの間の厚みを有する。複合材構造体内のＣＦＲＰ複合材層にお
いては、チタン留め具を採用し、円錐ワッシャを被覆しない耐食鋼（corrosion resistan
t steel：CRES）とすることにより、所望の導電性がもたらされる。
【００１３】
　開示の第２の実施形態に関し、図３Ａ～図３Ｅは、航空機内の燃料タンクと一体の例示
的な主翼外板の所望の構造を示している。留め具・導電性層一体型の落雷防護相互接続を
有する多層複合材構造体５２は、図３Ａに示すような積層用成形型５４を用いて形成され
、当該成形型は、所望の留め具位置に設けられた、複数の隆起円錐形状部又は突起５６を
有するものである。ガラス繊維又は表面フィルム層５８を、成形型上に載置し、ガラス繊
維又は表面層を円錐形状部の各々に沿う形状とした状態で、レイアップが開始される。ワ
イヤメッシュ６０などの導電層が、その外側面５９がガラス繊維又は表面フィルム層に隣
接する状態で、ガラス繊維又は表面フィルム層５８上にレイアップされる。例示的な実施
形態では、ワイヤメッシュ層は、０．００１インチから０．００５インチの範囲の厚みを
有する、銅、ニッケル、アルミニウムなどのエキスパンドメタル箔である。接着層６２を
、ワイヤメッシュ層６０上に載置又は付着させ、航空機主翼外板などの複合材構造体用の
ＣＦＲＰテープ層６４を、接着層によって被覆されたワイヤメッシュ層６０の内側面６１
を覆うようにレイアップする。例示的な実施形態において、接着層は、エポキシ系であり
、０．０２００±０．００５０ポンド／平方フィートの膜面積あたり重量を有する。代替
の実施形態において、接着層６２は、複合材構造体の他の要素に対するレイアップの前に
、ワイヤメッシュ層６０に付着させてもよい。次に、積層用成形型５４上で、レイアップ
の硬化が行われる。
【００１４】
　図３Ｂに示すように、硬化済みレイアップ６６が、積層用成形型５４から取り外される
。レイアップは、所望の各位置に、留め具用の所望の皿部に対応する、事前成形された円
錐形の傾斜凹部６８を有している。次に、図３Ｃに示すように、留め具が挿入される複数
の穴７０を、穿孔、仕上げ、又は他の機械加工によって、凹部６８に形成する。次に、図
３Ｄに示すように、傾斜凹部６８内のガラス繊維を除去し、各傾斜凹部において、各穴７
０の開口内に延びる円錐形の皿部７４として、導電面７２を露出させる。凹部内に導電層
が延びていることによって、皿部内に導電表面領域が形成される。図示の実施形態におい
て、傾斜凹部を設けたことによって、導電層が、留め具のヘッド部の全長さに亘って平行
に接触する一方で、穴と穴の間の、複合材構造体の表面より上方に位置するワイヤメッシ
ュ導電層の全厚は、重量を考慮して、薄く保たれている。このようにして、皿部を形成す
る複数の傾斜凹部を外側面に有する導電層と、導電層の内側面に沿う形状の１つ又は複数
の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層と、導電層内の傾斜凹部及び隣接する
ＣＦＲＰ複合材層を通って延びる穴であって、導電層が穴の開口内に延びる皿状部を規定
するように構成された穴と、を含む、留め具・導電層一体型の相互接続を有する多層複合
材構造体が提供される。この構成によれば、導電層内の傾斜凹部によって、複数の穴に取
り付けられる導電性の皿形留め具との電気的接触を可能にする導電表面領域がもたらされ
る。この後、皿部７４内に円錐ワッシャ７６を挿入してもよい。
【００１５】
　図３Ｅに示すように、留め具７８が取り付けられた完成複合材構造体５２によれば、留
め具の円錐形のヘッド部８０と、円錐形の皿部７４内に密着挿入されて導電面７２と直接
接続された円錐ワッシャ７６との間に、導通接続がもたらされる。代替の実施形態におい
て、円錐ワッシャ７６を省いて、留め具７８の円錐形のヘッド部８０を、円錐形の皿部７
４内の導電面７２に直接接触させて配置してもよい。留め具７８のシャフト部８２は、隙
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間嵌めによって、穴７０に挿入されている。図示の実施形態において、留め具７８は、シ
ャフト部８２のねじ付き端部８６に嵌め込まれたナット／カラー８４で固定されて、複合
材構造体５２を別の構造部材８５に固定している。シャフト部８２と穴７０が隙間嵌めと
なっているため、シャフト部と複合材構造体の間の抵抗が大きく、これにより留め具のヘ
ッド部における電流の伝達が促進される。留め具のヘッド部近傍の導電層を通る誘導電流
経路によって、留め具のカラー又はナット部分における電流密度はごくわずかとなり、こ
れによって、燃料タンクに求められるシール性が低くなる。
【００１６】
　図４のグラフに見られるように、０°、４５°、９０°、及び、－４５°のＣＦＲＰ複
合材層を隣接させて設けた複合材構造体において、曲線４０２に示すように、露出された
留め具ヘッド部を有する複合材構造体の最上層又は外側層の導電率を上げると、曲線４０
４、４０６、４０８、及び４１０によって示すように、内側の複合材層の電流密度は有意
に低下する。開示の実施形態において、ワイヤメッシュ層６０は、少なくとも１０5Ｓ／
ｍの導電率をもたらす。留め具の円錐形のヘッド部との直接の密着した導電接触、あるい
は、各穴を取り囲むワイヤメッシュ層に設けられた皿部の傾斜面内の円錐ワッシャを介す
る密着した導電接触によって、留め具のヘッド部に印加されるあらゆる放電が、主として
、複合材構造体のワイヤメッシュ層内に消散し、外側層において誘電電流密度が維持され
て当該外側層における導電率が高くなる現象がさらに促進される。
【００１７】
　留め具と導電層の一体の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体の製造は、図５に
示した方法によって実現することができる。工程５０２において、複数の隆起円錐形状部
を有する成形型を形成し、工程５０４において、この成形型を洗浄する。工程５０６にお
いて、ガラス繊維又は表面フィルムの外側保護層を、成形型上に積層する。工程５０８に
おいて、例示的な実施形態ではワイヤメッシュである導電層を、成形型上に積層し、複数
の隆起円錐形状部によって、ワイヤメッシュ導電層に複数の傾斜凹部を形成する。工程５
１０において、接着層を、ワイヤメッシュ導電層上に積層するか、あるいは、レイアップ
の前に導電層に付着させておく。工程５１２において、炭素繊維強化プラスチック（ＣＦ
ＲＰ）複合材層を、導電層と、導電層及び成形型の形状に沿う接着層とを一体化させた層
の上に積層する。次に、ステップ５１４において、レイアップをバギング（bagged）する
。工程５１６において、ＣＦＲＰ及び導電層を、成形型上で、レイアップの一部として共
硬化することによって、主翼外板などの所望の部品を形成する。次に、工程５１８におい
て、成形型から当該部品を取り外し、工程５２０において、エッジをトリミングし、工程
５２２において部品を検査する。工程５２４において、導電層の複数の凹部及び隣接する
複合材層に、複数の穴を機械加工形成することによって、導電層内の傾斜凹部が、複数の
穴の開口内に延びる皿部を規定する状態となる。このようにして、留め具・導電層一体型
の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形成する方法が提供される。当該方法で
は、複数の隆起円錐形状部を有する成形型の上に導電層を積層することによって、導電層
に複数の傾斜凹部を形成し、導電層の形状に沿うように少なくとも１つの複合材層を積層
し、型の上でこれらの層を共硬化し、導電層内の傾斜凹部及び隣接する複合材層に、穴を
機械加工形成することによって、導電層内の傾斜凹部が、穴内に延びる皿部を規定して導
電層の導電面を露出させる。当該方法は、複数の穴内に留め具を挿入する工程をさらに含
み、導電層内の皿部内の傾斜凹部は、複数の穴に取り付けられた留め具の導電性皿形ヘッ
ド部と電気的に接触する。穴は、隙間嵌めによって留め具を収容する大きさとされる。工
程５２６において、皿部領域を機械加工又は仕上げ加工することにより、傾斜凹部からガ
ラス繊維又は他の外側保護層を取り除く。代替の実施形態において、レーザーアブレーシ
ョン（laser ablation）又はプラズマエッチングなどの他の方法を用いて、傾斜凹部の表
面から外側保護層を除去してもよい。工程５３０において、複数の穴に留め具を挿入する
。この際、留め具の円錐形のヘッド部が導電層内の皿部内の傾斜凹部に係合することによ
り、電気接触表面積が大きく確保される。穴に留め具を挿入する前に、工程５２８におい
て、各穴の傾斜凹部内に円錐ワッシャを挿入してもよい。
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【００１８】
　本開示の実施形態は、図６に示す航空機の製造及び保守方法６００、及び、図７に示す
航空機７００に当てはめて説明することができる。生産開始前において、例示的な方法６
００は、航空機７００の仕様決定及び設計６０４、及び、材料調達６０６を含む。生産中
には、航空機７００の部品及び小組立品の製造６０８、ならびに、システムインテグレー
ション６１０が行われる。その後、航空機７００は、認可及び納品６１２を経て、使用６
１４に入る。顧客による使用の間は、航空機７００は、定例の整備及び保守６１６のスケ
ジュールに組み込まれる。（これは、改良、再構成、改修、及び他の整備又は保守を含み
うる。）
【００１９】
　方法６００の各工程は、システムインテグレーター、第三者、及び／又は、オペレータ
ー（例えば顧客）によって実行又は実施することができる。説明のために言及すると、シ
ステムインテグレーターは、航空機メーカー及び主要システム下請業者をいくつ含んでい
てもよいが、これに限定されない。第三者は、売主、下請業者、供給業者をいくつ含んで
いてもよいが、これに限定されない。オペレーターは、航空会社、リース会社、軍事団体
、サービス組織等であってもよい。
【００２０】
　図７に示すように、例示的な方法６００によって生産された航空機７００は、複数のシ
ステム７２０及び内装７２２を備えた機体７１８を含みうる。ハイレベルシステム７２０
の例としては、駆動系７２４、電気系７２６、油圧系７２８、環境系７３０、及び、着脱
可能セグメント化武器ディスペンサー７３２のうちの１つ又は複数が挙げられる。また、
任意の数の他のシステムを含んでいてもよい。また、航空宇宙産業に用いた場合を例とし
て示しているが、本開示の実施形態を、他の産業に適用してもよい。
【００２１】
　本明細書において具現化される装置及び方法は、製造及び保守方法６００おける任意の
１つ又は複数の段階において、採用することができる。例えば、製造工程６０８において
製造される部品及び小組立品は、航空機７００の使用中に製造される部品及び小組立品と
同様に製造されてもよい。また、１つ又は複数の装置の実施形態、方法の実施形態、又は
それらの組み合わせを、例えば、製造工程６０８及び６１０中に用いることによって、実
質的に航空機７００の組み立て速度を速めたりコストを削減したりすることができる。同
様に、装置の実施形態、方法の実施形態、又はそれらの組み合わせの１つ又は複数を、航
空機７００の使用中に、例えば、整備及び保守６１６に用いてもよいが、これに限定され
ない。
【００２２】
　また、本開示は、以下の付記による実施形態を含む。
【００２３】
　付記１．　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体であっ
て、
　内側面を有するとともに、外側面に皿部を形成する複数の傾斜凹部を有する導電層と、
　前記導電層の前記内側面上に設けられるとともに前記内側面に沿う形状の１つ又は複数
の炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層と、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層を通って延びる
複数の穴であって、前記導電層が前記複数の穴の開口内に延びる皿状部を規定するように
形成された穴と、を含み、
　前記導電層内の前記傾斜凹部は、前記複数の穴内に取り付けられた導電性皿形留め具と
接触する導電表面領域を構成している、複合材構造体。
【００２４】
　付記２．　前記導電層の前記外側面上に共硬化されたガラス繊維又は表面フィルム層を
さらに含む、付記１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合
材構造体。
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【００２５】
　付記３．　前記導電層と前記ＣＦＲＰ複合材層の間に設けられた、前記導電層と一体化
された接着層をさらに含み、前記導電層、前記接着層及び前記ＣＦＲＰ複合材層は、成形
型上で共硬化されている、付記１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有
する多層複合材構造体。
【００２６】
　付記４．　前記傾斜凹部内に挿入された複数の円錐ワッシャをさらに含む、付記１に記
載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【００２７】
　付記５．　各留め具の円錐形のヘッド部が各円錐ワッシャと導電的に係合している、付
記４に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【００２８】
　付記６．　前記複数の穴は、前記複数の留め具が隙間嵌めで挿入されるサイズとされて
いる、付記１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造
体。
【００２９】
　付記７．　前記導電層は、ワイヤメッシュである、付記１に記載の留め具・導電層一体
型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【００３０】
　付記８．　前記ワイヤメッシュは、銅、ニッケル、又はアルミニウムの組から選択され
たエキスパンドメタル箔である、付記７に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接
続を有する多層複合材構造体。
【００３１】
　付記９．　エキスパンドメタル箔は、０．００１～０．００５インチの厚みを有する、
付記８に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体。
【００３２】
　付記１０．　皿部を含む穴を有する炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材構造
体と、
　前記皿部に挿入された円錐ワッシャと、
　前記穴に隙間嵌めによって挿入された留め具と、を含み、前記留め具の円錐形ヘッド部
が前記円錐ワッシャと導電的に係合することにより、前記留め具の前記ヘッド部に印加さ
れた放電が、主として、留め具のヘッド部の隣接部分から延びる複合材構造体の外側部分
の複合材層を通る放電経路に沿って消散される、留め具・導電層一体型の落雷防護相互接
続。
【００３３】
　付記１１．前記留め具のヘッド部はチタンであり、前記円錐ワッシャは、耐食鋼（ＣＲ
ＥＳ）である、付記１０に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続。
【００３４】
　付記１２．前記円錐ワッシャは、０．００１～０．００５インチの厚みを有する、付記
１１に記載の留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続。
【００３５】
　付記１３．　留め具・導電層一体型の落雷防護相互接続を有する多層複合材構造体を形
成する方法であって、
　複数の隆起円錐形状部を有する成形型上に導電層を積層することによって、前記導電層
に複数の傾斜凹部を形成し、
　少なくとも１つの炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）複合材層を前記導電層上に積
層し、
　前記成形型上で前記ＣＦＲＰ複合材層と前記導電層を共硬化し、
　前記導電層内の前記複数の傾斜凹部及び隣接する前記ＣＦＲＰ複合材層に、複数の穴を
機械加工形成することによって、前記導電層内の前記複数の傾斜凹部が、前記複数の穴の
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開口内に延びる皿部を規定するとともに、前記導電層の導電面を露出させるようにし、
　前記複数の穴内に留め具を挿入し、
　前記導電層内の前記皿部内の前記傾斜凹部は、前記複数の穴に取り付けられた前記留め
具の導電性皿形ヘッド部と電気的に接触する、方法。
【００３６】
　付記１４．　さらに、前記導電層を積層する前に、前記成形型上にガラス繊維層を積層
する、付記１３に記載の方法。
【００３７】
　付記１５．　前記導電層は、ワイヤメッシュであり、前記ワイヤメッシュと前記少なく
とも１つのＣＦＲＰ複合材層との間に接着層を配置することをさらに含む、付記１３に記
載の方法。
【００３８】
　付記１６．　さらに、前記複数の穴に前記留め具を挿入する前に、前記傾斜凹部に円錐
ワッシャを挿入する、付記１３に記載の方法。
【００３９】
　付記１７．　複数の穴を機械加工形成するに際し、留め具を隙間嵌めできるように複数
の穴を機械加工形成する、付記１３に記載の方法。
【００４０】
　付記１８．　さらに、９８°と１０２°の間の傾斜角度を有する複数の隆起円錐形状部
を有する成形型を形成する、付記１３に記載の方法。
【００４１】
　付記１９．　前記ワイヤメッシュは、０．００１インチと０．００５インチの間の厚み
を有する、付記１５に記載の方法。
【００４２】
　付記２０．　前記円錐ワッシャは、０．００１インチと０．００５インチの間の厚みを
有する、付記１６に記載の方法。
【００４３】
　本開示の様々な実施形態を、特許法で求められる要件に従い詳細に説明したが、当業者
であれば、本明細書に開示した特定の実施形態に対する改変及び代替例を認識するであろ
う。そのような改変は、以下の特許請求の範囲に規定される本開示の範囲及び意図に含ま
れるものである。
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